
 

 

宮城県監査委員告示第１４号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により報告した定期監査結

果等について，宮城県知事から同条第１２項の規定により下記の措置を講じた旨の通知があっ

たので，同条同項の規定に基づき公表する。 

 

  平成２１年１２月８日 

 

                        宮城県監査委員 内 海    太 

                        宮城県監査委員 佐々木  敏 克 

                        宮城県監査委員  遊 佐 勘左衛門 

                        宮城県監査委員  工 藤  鏡 子 

 

１ 監査委員の報告日 

  平成２１年９月１１日 

２ 通知のあった日 

  宮城県知事     平成２１年１０月２３日 

３ 監査委員の報告の内容及び措置の内容 

（１）税務課 

イ 監査委員の報告の内容 

県税において，収入未済があったので，県税事務所に対する収納促進の指導徹底と適

切な債権管理を図られたい。 

   （内容） 

    ・Ｈ２０年度収入未済額 

      現年度分  ３，１７０，２８５，６３５円 

      過年度分  ４，９９７，１４２，８５０円 

       合  計  ８，１６７，４２８，４８５円 

    ・Ｈ１９年度収入未済額 

      現年度分  ３，１８０，８２４，４８１円 

      過年度分  ４，３２０，５８６，１１３円 

       合  計  ７，５０１，４１０，５９４円 

ロ 措置の内容 

     「宮城県滞納額縮減対策本部」を継続して設置するとともに，「宮城県税収確保対

策３か年計画」に基づく縮減目標を掲げ，各県税事務所に収入未済額の縮減目標を設



 

 

定させ，財産調査の徹底や差押徴収の強化など早期滞納処分を着実に実行し，大幅な

縮減目標達成に向け，進行管理の徹底と収納促進に努めているところである。また，

各県税事務所においては，定期的に滞納事案検討会を開催しており，当課においても

引き続き適切な債権管理に向けた指導，助言を行っていく。 

     特に収入未済額が２年連続で増加した個人県民税の徴収対策については，新設され

た地方税徴収対策室による市町村税滞納額の縮減と市町村と共同して企業への特別徴

収移行要請などを実施し，収入未済額の縮減に努めてまいりたい。 

（２）総合交通対策課 

イ 監査委員の報告の内容 

離島航路事業経営安定化資金貸付金において，収入未済があったので，収納促進と適

切な債権管理を図られたい。 

   （内容） 

    ・Ｈ２０年度収入未済額 

      現年度分           ０円 

      過年度分  １８，１９２，３７０円 

       合  計  １８，１９２，３７０円 

    ・Ｈ１９年度収入未済額 

      現年度分   ２，８９２，３７０円 

      過年度分  １５，３００，０００円 

       合  計  １８，１９２，３７０円 

ロ 措置の内容 

    収入未済となっている債権については，平成２１年９月末現在，破産手続開始決定が

行われて破産管財人によって管理されており，債権者集会への出席や関係者からの情報

収集等によって状況把握を行っている。 

     なお，当該債権に係る抵当権を設定していた財産について，破産管財人による任意売

却がなされたことから，平成２１年度に１，１７０，０００円を新たに回収した。 

  今後も，引き続き，関係者からの状況把握と収納促進に努めるとともに，地元市町等

と連携して，適切な債権管理を行っていく。 

（３）廃棄物対策課 

イ 監査委員の報告の内容 

特別納付金（産業廃棄物最終処分場の行政代執行に係る費用）において，債務者に対

して納付命令しているものの，納付されてない状況にあり，引き続き適切な債権管理を

図られたい。 

   （内容） 

    ・Ｈ２０年度収入未済額 



 

 

      現年度分  ６７，３０９，０９８円 

      過年度分  ９６，６２８，２４６円 

      合  計 １６３，９３７，３４４円 

    ・Ｈ１９年度収入未済額 

      現年度分   ８，８１２，０８２円 

      過年度分  ８７，８１６，１６４円 

      合  計  ９６，６２８，２４６円 

ロ 措置の内容 

債務者に対して面談等を行うなど納付を促したほか，金融機関や所在市町村の協力

を得て資産調査を実施したが，優良な資産は確認できなかった。また，所在が不明で

納付命令書等が返戻された債務者については，国税徴収法の例にならい公示送達を行

って法的な送達の効力を確保した。一方で，関係市町村の協力を得ながら所在調査を

行ったが，債務者の所在を確認するまでには至らなかった。 

      さらに，債務者(原告）から措置命令及び納付命令の取消訴訟を提起され，県が被告

になった裁判については，9 回にわたる口頭弁論や弁論準備が行われ，県の行った処

分の正当性を主張した結果，原告(債務者）の請求が棄却される判決(H21.9.8)を受け

たところである。(その後判決確定） 

      今後，引き続き，粘り強く債務者に納付を促す交渉を行っていくほか資産調査や所

在調査を実施して，強制徴収や一部納付も検討しながら収入未済の縮減を図っていく

ものとする。 

（４）医療整備課 

イ 監査委員の報告の内容 

医学生修学資金等貸付金及び看護学生等修学資金貸付金において，収入未済があった

ので，収納促進と適切な債権管理を図られたい。 

   （内容） 

    ○医学生修学資金等貸付金 

     ・Ｈ２０年度収入未済額 

       現年度分  ７，０００，０００円 

       過年度分          ０円 

        合  計  ７，０００，０００円 

    ○看護学生等修学資金貸付金 

     ・Ｈ２０年度収入未済額 

       現年度分  １，０２１，４７７円 

       過年度分  ２，４０６，０００円 

        合  計  ３，４２７，４７７円 



 

 

     ・Ｈ１９年度収入未済額 

       現年度分    ５５７，０００円 

       過年度分  ２，７５５，０００円 

        合  計  ３，３１２，０００円 

ロ 措置の内容 

○医学生修学資金等貸付金 

      債務者が医学部に復学したこと等の現状を考慮して，地方自治法施行令及び財務

規則に基づき，平成２１年１０月５日付けで履行延期の特約等承認の手続を行った。

今後は，適宜債務者の状況を把握し，適切な債権管理に努める。 

      再発防止策として，平成２０年度から新規貸付けの際の連帯保証人の本人確認を

徹底するとともに，平成１９年度以前の既貸付者についても連帯保証人全員の本人

確認（印鑑登録証明書の徴求）を実施した。また，退学等で生じる貸付金の有利子

償還のリスクや連帯保証等に関し，申請者への説明に配意している。 

      ○看護学生等修学資金貸付金 

      未納者に対し，文書による督促，催告のほか，電話による納入督促及び連帯保証

人への納入依頼を行い，収納促進に努めた。 

      収入未済発生防止策として，各養成施設からの貸付希望者推薦時には，本修学資

金の趣旨を徹底し，厳しく選定を依頼している。また，貸付決定時には，連帯保証

人に対しても連帯債務について説明している。 

      平成２１年９月現在の収入未済状況は，10 名（△4 名）2,908,000 円（△519,477

円）と縮減しているが，引き続き債務者の状況把握に努め，適切な債権管理ととも

に収納促進を図る。 

（５）子ども家庭課 

イ 監査委員の報告の内容 

児童扶養手当給付費返還金において，不納欠損処分する時期が遅延したものが認めら

れたので，今後再発しないように対策を講じられたい。 

   （内容） 

    ・２年以上  １，７５６件  ３５，３５８，０１０円 

    ・１年以上    １８０件  １２，７８８，６８０円 

    ・１年未満     ５１件     ８２２，１２０円 

    ・合  計  １，９８７件  ４８，９６８，８１０円 

ロ 措置の内容 

宮城県収入未済額縮減推進会議の処理方針に基づき，債権回収に努めるとともに，

消滅時効により徴収できない債権が発生した場合，毎年，年度末に，不納欠損処理を

行うこととする。 



 

 

（６）子ども家庭課 

イ 監査委員の報告の内容 

母子寡婦福祉資金貸付金償還金及び児童保護費において，収入未済があったので，保

健福祉事務所，児童相談所に対する収納促進の指導徹底と適切な債権管理を図られたい。  

   （内容） 

    ○母子寡婦福祉資金貸付金償還金 

     ・Ｈ２０年度収入未済額 

       現年度分  １６，０７０，４８６円 

       過年度分  ５０，１２９，６９１円 

        合  計  ６６，２００，１７７円 

     ・Ｈ１９年度収入未済額 

       現年度分  １６，４０２，０７８円 

       過年度分  ４２，０６６，７７５円 

        合  計  ５８，４６８，８５３円 

    ○児童保護費 

     ・Ｈ２０年度収入未済額 

       現年度分   ４，３９８，５９４円 

       過年度分  １１，４１３，６７９円 

        合  計  １５，８１２，２７３円 

     ・Ｈ１９年度収入未済額 

       現年度分   ４，４６７，６１０円 

       過年度分   ９，５５９，９６９円 

        合  計  １４，０２７，５７９円 

ロ 措置の内容 

収入促進対策と収入未済の発生防止対策を継続的に実行し，申請段階から償還まで

納入義務者の生活状況を十分に確認するなど，納入義務者に対し，きめ細やかな助言・

指導を行うよう保健福祉事務所・児童相談所への指導を徹底していくこことする。ま

た，「収入未済額の縮減に向けた行動計画」で掲げた目標の達成に向けた適切な事務

処理の実施について指導するとともに，各事務所における効果的な収納促進策等につ

いての情報共有を図っていくこととする。 

（７）産業人材対策課（（旧）産業人材・雇用対策課） 

イ 監査委員の報告の内容 

補助金等精算返還金に対する損害賠償金において，収入未済があったので，収納促進

と適切な債権管理を図られたい。 

   （内容） 



 

 

    ○認定職業訓練事業費補助金等精算返還金に対する損害賠償金 

     ・Ｈ２０年度収入未済額 

       現年度分            ０円 

       過年度分  １０９，８１９，０００円 

        合  計  １０９，８１９，０００円 

     ・Ｈ１９年度収入未済額 

       現年度分  １０９，８１９，０００円 

       過年度分            ０円 

        合  計  １０９，８１９，０００円 

    （役員８名への損害賠償額の合計で，実質的返還対象額は，１５，３９８，０００円    

である。） 

ロ 措置の内容 

平成 21 年 2 月 2 日 登米市技能者訓練協会の元役員８名に対し，15,398,000 円の不

法行為損害賠償訴訟を提起した。 

     元事務局長については請求全額の支払いを命じる判決が確定しているが，本件不正

受給に係る刑事事件の受刑執行猶予期間中であり，アルバイト収入しかなく，資産も

ない状態である。 

     口頭弁論を４回終了したところであり，弁護士とも相談しながら今後も裁判を進め，

債権回収の可能性が高い残り７名からの支払いを求めていくこととしている。 

（８）農林水産経営支援課 

イ 監査委員の報告の内容 

林業・木材産業改善資金貸付金償還金において，収入未済があったので，収納促進と

適切な債権管理を図られたい。 

   （内容） 

    ・Ｈ２０年度収入未済額 

      現年度分     ２９５，０００円 

      過年度分  １０，０１６，０００円 

       合  計  １０，３１１，０００円 

    ・Ｈ１９年度収入未済額 

      現年度分     ２９５，０００円 

      過年度分   ９，７５６，０００円 

       合  計  １０，０５１，０００円 

ロ 措置の内容 

林業・木材産業改善資金貸付金償還金の収入未済額については，電話連絡や訪問面

談により債務者の実態を把握しながら納入を促すとともに，関係機関から必要な情報



 

 

を得ながら，収入確保に努めているが，今後とも貸付先の現状を確認し収入未済の発

生防止に努めていくこととする。また，長期延滞者の中には無資力に近いものがあり，

償還が困難となっている状況も見受けられるので，今後は，連帯保証人を含む債務者

の資産状況や返済能力等を精査し，不納欠損処理も視野に入れて処理方法を検討して

いくこととする。 

（９）都市計画課 

イ 監査委員の報告の内容 

土地区画整理組合貸付金償還金に係る延滞金において，収入未済があったので，収納

促進と適切な債権管理を図られたい。 

   （内容） 

    ・Ｈ２０年度収入未済額 

      現年度分  ３５，６５１，５４１円 

      過年度分   ２，１２０，５４７円 

       合  計  ３７，７７２，０８８円 

    ・Ｈ１９年度収入未済額 

      現年度分           ０円 

      過年度分  ４３，２６９，４４７円 

       合  計  ４３，２６９，４４７円 

ロ 措置の内容 

H19 年度分の内 41,148,900 円については，大和・富谷町南富吉地区に係る貸付金利

息の償還が遅延したものであるが，平成 20 年度に支払いを完了している。 

 H20 年度分については，名取市愛島東部第二地区に係る平成 11 年度及び平成 14 年度

貸付分の延滞金・延納金である。 

     県では，平成 21 年 3 月から金融団・建設業者からなる債権者合同会議を開催し，今

後の保留地販売による計画的な債務返済が可能となるように調整を行っている。 

     今後は，組合が設置する販売促進協議会において販売戦略を促進し，保留地の販売

が活性化するように指導を継続していく。 

     なお，貸付に当たっては連帯保証人を設定しており，平成 17 年には担保の設定も行

い債権の保全を図っている。 

（１０）住宅課 

イ 監査委員の報告の内容 

県営住宅使用料及び県営住宅駐車場使用料において，収入未済があったので，収納促

進と適切な債権管理を図られたい。 

   （内容） 

    ○県営住宅使用料 



 

 

     ・Ｈ２０年度収入未済額 

       現年度分   ８２，０５５，１４２円 

       過年度分  １４９，５０８，８６３円 

        合  計  ２３１，５６４，００５円 

     ・Ｈ１９年度収入未済額 

       現年度分   ５８，０２０，０６０円 

       過年度分  １４６，０３２，５８１円 

        合  計  ２０４，０５２，６４１円 

    ○県営住宅駐車場使用料 

     ・Ｈ２０年度収入未済額 

       現年度分    ６，８１４，５００円 

       過年度分    ６，５９６，９８０円 

        合  計   １３，４１１，４８０円 

     ・Ｈ１９年度収入未済額 

       現年度分    ５，１７５，５００円 

       過年度分    ５，８５４，１０８円 

        合  計   １１，０２９，６０８円 

ロ 措置の内容 

○滞納者約 900 人に対し滞納期間及び状況に応じた滞納整理を強化する。 

      ・1 か月 

本人あて文書催告，電話催告 

       ・2～11 か月 

       連帯保証人あて納付協力依頼，債務履行要請書の送付 

       訪問催告 

       本人面談（7,11,2 月） 

       ・12 か月以上 

       明渡し訴訟対象文書 

        勤務先等への電話催告 

        本人面談（7,11,2 月） 

○滞納整理強化期間，休日滞納整理の設定 

       ・決算期 4～5 月 

       ・夏期  7～8 月 

       ・冬期  12 月 

○新たな取組みとして収入率が 98%未満の滞納者が多い 27団地の集中的な訪問催告

を行う。 

       退去者の滞納分については，平成 20 年度分を新たに依頼し，引き続き民間債権回



 

 

収会社に回収を依頼している。 

（１１）スポーツ健康課 

イ 監査委員の報告の内容 

補助金において，補助対象外経費に流用されていたことが認められたので，今後再発

しないように対策を講じられたい。 

   （内容） 

     財団法人宮城県体育協会に補助したスポーツ選手強化対策費補助金のうち，宮城県レ

スリング協会及び宮城県高等学校体育連盟へ交付した間接補助金について，東北工業大

学高等学校が補助対象外経費（昼食代，補食代，消耗品購入代等）に充当していたもの。 

   ・補助期間  平成１５年度～１９年度 

    ・交付先   財団法人宮城県体育協会 

    ・交付額   １２６，８８４，３７９円 

    ・返還額     ５，８９５，２４３円 

ロ 措置の内容 

宮城県レスリング協会に交付された「競技力向上対策事業補助金」のうち，東北工

業大学高等学校が実施した平成１５年度から平成１９年度の事業での不適切な事務処

理の内容が確認されたことから，宮城県体育協会に対して，レスリング協会に交付さ

れた補助金のうち，東北工業大学高等学校が実施した事業に対する補助金の返還を求

めるとともに，レスリング協会に対して，補助事業の適正執行と再発防止策の策定を

求めた。 

     当該補助金５，８９５，２４３円は，平成２１年３月２７日に返還された。また，

レスリング協会から，事業の適正執行及び再発防止策の報告を受けている。 

 県及び宮城県体育協会は，再発防止策として，過去５年間に交付された補助金につ

いて，全競技団体の報告書を再点検するとともに，補助金に対する中間検査の実施や，

提出書類の二段階審査の実施など，審査体制の強化を図っている。また，補助金交付

団体の事務局長及び担当者会議等を通じ，補助金交付要綱の遵守を徹底した。 

（１２）警察本部 

イ 監査委員の報告の内容 

放置違反金及び損害賠償金において，収入未済があったので，収納促進と適切な債権

管理を図られたい。 

   （内容） 

   ○放置違反金 

     ・Ｈ２０年度収入未済額 

       現年度分 １６，３１９，０００円 

       過年度分 ２３，７５６，３３６円 



 

 

       合  計 ４０，０７５，３３６円 

     ・Ｈ１９年度収入未済額 

       現年度分 ２６，３９５，０００円 

       過年度分 １１，５７８，３３６円 

       合  計 ３７，９７３，２２６円 

    ○損害賠償金 

     ・Ｈ２０年度収入未済額 

       現年度分  ２，５７４，６００円 

       過年度分 １１，４３４，３５０円 

       合  計 １４，００８，９５０円 

     ・Ｈ１９年度収入未済額 

       現年度分    ５７１，２００円 

       過年度分 １０，９８３，１５０円 

       合  計 １１，５５４，３５０円 

ロ 措置の内容 

○放置違反金 

       文書や電話による催告を行い自主納付を促すとともに、催告に応じない悪質な滞

納者に対しては、法的措置として滞納処分を講じるなど、収納促進と収入未済の発

生防止に努めていくこととした。 

○損害賠償金 

    文書や電話などによる催告を行うとともに、一括納入が困難な債務者に対して

は分割納入の指導を行い、また、所在不明者については引き続き住所地や親類宅

を確認するなどの追跡調査を行い、収納促進と収入未済の発生防止に努めていく 

こととした。 


